
















































会、2005年）161―162頁。なお、9 /11 Commission Report―Final Report of the
 






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(58) J.B.Moore,A Digest of International Law,Vol.7,1906,p.919.
なお、この「反乱」についてだが、ローレンスは「反乱」（rebellion）の語を用
いているが（T.J.Lawrence,The Principles of International Law,2??ed.rev.,
1895,p.501）、フィリモアは、「騒動」（disturbances）の語を用いている（R.Phil-
limore,Commentaries upon International Law,Vol.Ⅲ,3?ed.,1885,p.60）。






































(61) Harris,D.J.,Cases and Materials on International Law,4?ed.,1991,p.848.
なお、C.H.M.Waldock,The Regulation of the Use of Foece by Individual
 
States in Internationa Law,Recueil des Cours,Vol.81(1952-Ⅱ),pp.462―463;
W.Meng,The Caroline,in R.Bernhardt (ed.),Encyclopedia of Public Interna-
tional Law,Volume I,1992,pp.537-538;Oppemheim’s International Law,Vol.

















































































































ちなみに、ムーア（J.B.Moore,American Diplomacy,Harvard Law Review,
1900, p. 181）は、19世紀のアメリカ外交をまとめて、領土膨張について記してい
る。まずルイジアナ、フロリダ、テキサス、オレゴン等々、そしてアラスカ、太平
洋の島嶼まで。そして大いに歓喜して言う。「権力の伸長と国境の拡大とともに国
家責任も増す。責任をとる方法で、我々の価値がためされるだろう。今日、１世紀
の間に達成したことを振り返ると、分別、先見の明、堂々たる概念および……寛大
な政策に敬意を表する。」そして、アメリカが、自由な政府、自由な通商および自
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第３節 アメリカによる国境襲撃
第３点目の「目の上のコブ」についてであるが、確かに見方によっては
アメリカ独立革命に反する存在は、目の上のコブと見る人もいたかもしれ
(73)
ない。そして、カロライン号事件後も、米加国境付近における米加両勢力
による衝突は続いた。新大陸からイギリスを追い出そうとしたのか。しか
し実際には、アメリカ側は私人であって、国家によるものではないし、カ
ナダ側も、反乱に敗れた人たちで、これも私人である。米加両国の私人の
集団が、米加国境付近で暴れていただけである。しかも、アメリカ側にこ
れを制止する気がない。
田岡の言葉を借りれば、「彼らに対して出された逮捕令状は執行不能の
状態にある……」のである。また、国務長官の書簡送付、大統領の演説と
指令ほか、合衆国政府は、それらの警察的・司法的取締を地方行政官憲と
検察局に命じ、国境税関吏への中立法規執行指令などを行った事実が伝え
られている。
しかし、反徒は、アメリカ民衆の同情を幸いとし、戦況不利となれば米
国領内に退避して兵員を募り武器を補充した。彼らを逮捕するなど制止で
きなかったのである。
由な海洋のチャンピオンになる、と締めくくっている。
(72) アメリカが、先住民たるインディアンを東部から西部へ追い込んでいったこと
はよく知られた事実である。ノートン他『前掲書』（注９）306頁以下；有賀他『前
掲書』（注10）176頁以下；ウッドラフ『同上書』122頁以下参照。
(73) この点で、フランスとの条約を知る以前に「もしイギリスが我々の独立を承認
して、我々と自由な同盟関係に入るなら、私は地上のどの国よりもイギリスと同盟
を結ぶことを選ぶであろう。」と言い放ったジョン・ジェイの言（アルスタイン著、
高橋章・長田豊臣・山本幹雄訳『アメリカ帝国の興隆』（ミネルヴァ書房、1970年）
75頁）を見ても、またフランスとの同盟が戦後分裂・疎遠へ、次いで1800年の離縁
の最終判決へと向ったのと反対に、英米「の親善回復は、1783年の条約とともに始
まり、ワシントン政府が独立独歩の能力と意思を誇示した1790年代を通じて、その
力を増した……。」（『同上書』113頁）のを見ても、アメリカがイギリスを「目の上
のコブ」視する雰囲気はあまり感じられない。
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しかも、アメリカはこの内乱に不介入の政策をとっていたようで、政府
としては反徒にいかなる援助も与えなかっただけでなく、アメリカ市民の
個人的援助も取り締ま
(74)
った。
ここで19世紀前半の内政不干渉原則の法的性質について一言すれば、そ
れはまだ国際義務として確立していなかったと言える。その例証として、
当時の神聖同盟諸国の干渉の
(75)
事例と人道的干渉の
(76)
事例を挙げることができ
るであろう。アメリカ側からのカナダの反政府側の人たちへの援助は、当
時の国際法上違法ではなく、特に取り締る義務はなかったので
(77)
ある。
その意味で、田岡が事実としてアメリカ側の国際義務違反がないし、イ
ギリスも特にそれを問題としなかったと繰り返し述べているこ
(78)
とは、当時
の事実としては至極当然のことと思われる。
田岡はさらに、国家は自国領土が個人により外国の利益を害する拠点と
して使用することを防止する義務があるかを問うて
(79)
いる。田岡の意見は、
ケースバイケースと考えているようである。私は、19世紀前半当時はその
ような国際法はなかったと考える。
ちなみに、フランス革命に追われてイギリスに亡命したイミグレたちの
国外追放を、フランスが要求したのに対し、イギリスが断固拒否した事例
が想起さ
(80)
れる。
(74) 田岡『前掲書』（注24） 32―33頁。
(75) たとえば、島田征夫『庇護権の研究』（成文堂、1983年）57-59、66-67、70-73
頁参照。
(76) 松田竹男「いわゆる『人道的干渉』」国際法外交雑誌第73巻６号（1975年４月）
14頁は、トルコに対するヨーロッパ列強の人道的干渉の例として、1827年のギリシ
ア独立戦争に対する英仏露の干渉ほかをあげる。
(77) 当時の国際法から見れば、国家にそのような取締りの義務はないのであって、
田岡の言う「法律的評価に重要な意義をもつ」（田岡『前掲書』（注24）33頁）は、
疑問であろう。
(78) 田岡『同上書』36、40、41頁。
(79)『同上書』38―39頁。
(80) 島田『前掲書』（注75）55頁注６、64頁参照。
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結びに代えて
以上、田岡の著書を中心にカロライン号事件の事実内容を検証した。明
らかになったことは、①反乱の目的が独立でなかったこと。②アメリカ人
の気持ちは、（少なくとも国家レベルでは）同情でなく併合が希望であった
ことである。
では、事実のこのような認識は、国際法にどのような影響を与えるので
あろうか。事実と言っても、国際法に影響を与えるものとそうでないもの
があろう。アメリカ側の行った反徒たちへの支援や援助はどのように考え
たらよいのであろうか。
そのほかでも、民族自決権の問題など、19世紀前半と現在との違いを考
えなければならない点が多々ある。これらが、国際法上の論点にどのよう
な影響を与えたかは今後の課題である。ここでは、カロライン号事件に対
するイギリスの攻撃を「報復行為」とする次の言を引用して結びとし
(81)
たい。
?1812年戦争以来友好的だった英米関係は、1830年代後半になると再び
緊迫した。……州政府や銀行が1837年恐慌の際に負ったイギリスに対する
負債の返済不履行、カナダで起こった反乱、国境紛争、アメリカの膨張主
義、こうしたことすべてが英米間の緊張に拍車をかけた。」
?こうした論争の中でも最も厄介な問題が、カロライン号事件をきっか
けにして起こった。これは、カナダの義勇兵の一団がナイアガラ川で個人
所有の船舶カロライン号に発砲し、エイモス・ダーフィーというアメリカ
市民を殺害した事件だった。（1837年にイギリスに対する反乱がアッパー・カ
ナダで起こり、失敗に終わったが、カロライン号はこの反乱を支援していた。）
イギリスはこの報復行為の謝罪を拒否したため、アメリカ人、なかでも愛
(81) ノートン他『前掲書』（注35）341―342頁。
早法82巻３号（2007）56
国心の強い市民たちは激怒した。アメリカ国民がカナダの反英勢力を支持
することは、英米戦争の勃発の原因にもなりかねないと危惧したヴァン・
ピューレン大統領は、軍隊を国境に配備し国境での紛争の鎮圧を図った。
1840年11月、カナダの行政官代理アレグザンダー・マクロードがニューヨ
ークでダーフィー殺害の容疑で逮捕されると、緊張は解けた。マクロード
は結果的に無罪放免となったが、もし彼が有罪判決を受け処刑されること
になっていたなら、イギリスの外務大臣パーマストン卿は宣戦布告してい
たかもしれない。」
［付記］
本稿は、2002年度の早稲田大学特定課題研究助成費（個人）の研究成果の一部であ
る。
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